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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、統合的経済倫理学に基づく多元的秩序理論という新たな分析枠組み
を検討することである。われわれは経済分析における二元論的枠組みを批判的に検討しながら、4つの方向（経
済倫理学 / 連帯性 / フォーマル組織 / インフォーマル組織）からこの課題にアプローチした。福祉国家から
福祉社会への展開、あるいは非営利組織や地域コミュニティなど、純粋営利部門でも公的部門でもない領域の役
割や機能の基礎づけといった現代的な諸課題について、それぞれに多元的秩序論の構築へと接続しうる成果を得
た。

研究成果の概要（英文）：The purpose of our research project is to examine the theory of pluralistic 
economic order. This theory is a new framework for the study of economy and society based on 
integrated economic ethics. We approached the object by focusing economic ethics, solidarity, formal
 organizations and informal organizations. By those approaches, we considered modern economic issues
 such as transition from welfare state to welfare society, nonprofits, local communities.

研究分野：経済倫理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究は、以下の二点を学術的背景として
開始されたものである。 
 
(１)福祉国家体制の危機が叫ばれてからすで
に 30 年以上が経過するが、その危機をもた
らした諸問題は克服されるどころか、いっそ
う深刻化し、福祉国家体制という既存の経済
社会秩序を大きく揺るがしている。それらの
諸問題を解決しうる新たな経済社会秩序を
見出すことは、われわれの直面する喫緊の課
題となっている。 
 しかし、この課題に取り組むことは、決し
て容易なものではない。というのも、福祉国
家体制の危機をもたらした諸問題は、近代と
いう時代そのものの根本的転換を迫るもの
にほかならないからである。それゆえ、先の
課題に取り組むためには、近代という時代に
関する原理的考察が必要不可欠になるが、経
済の機能分析に純粋化してきた現代経済学
の枠組みではこうした時代の転換の動きを
的確に捉えることはできない。いままさに求
められているのは、社会哲学的、原理的基盤
に基づいた新たな学際的アプローチである。 
 
(２)経済社会秩序の大転換が求められている
時代状況の中にあって、現実動向の観点から
とりわけ注目されるのが、民間営利企業でも
なく、公的な組織でもない、非営利組織や協
同組合あるいは地域コミュニティといった
諸組織の活動が近年大幅に拡大してきてい
るという事実である。このことは、経済社会
秩序という観点からは、私的・公的（あるい
は市場・国家）という社会経済システムを把
握する二元的枠組みがその役割を終え、新た
な分析枠組みと秩序構想が要請されている
ことを意味している。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、以下の三点である。 
 
(１)本研究は、これまでの経済学の中心であ
った社会経済の機能分析にとどまるのでは
なく、その倫理的分析にまで踏み込み、確固
たる社会哲学的、原理的基盤に基づいた多元
的秩序理論の新たな分析枠組みを構築しよ
うとするものである。その原理的基盤となり
うるのが、経済学と倫理学を統合的に把握す
るアプローチである。本研究では、近代の転
換という時代の要請に応えるとともに、多元
的秩序理論の要諦となる個と共同体との関
係を原理的に基礎づけることのできる経済
倫理学のアプローチ、すなわち、われわれが
「統合的経済倫理学」と呼ぶアプローチの原
理的基礎づけに取り組む。 
 
(２)その統合的経済倫理学の構想において重
要となるのが、市場や経済組織に関する従来
の「純経済的」研究と、現実の経済主体の持
つ価値の多元性をどのように接合し、統一的

な説明が可能であるのかを追求することで
ある。そのために、本研究では、人間論およ
び共同体論の考察を基礎に置き、経済主体と
しての個人を、倫理的、文化的、政治的、経
済的諸規範からなる全体性の中で生活して
いる人間として捉えた上で、経済行為におけ
る価値の多元性の把握とそれらの統合を可
能とする新たな多元的秩序理論の基本枠組
みの構築が目指される。 
 
(３)新たな多元的秩序理論の構築にあたって
は、非営利組織や協同組合、各種コミュニテ
ィといった中間組織の行動に関する理論
的・実証的な分析が不可欠となる。本研究で
は、多元的秩序理論の本質的構成要素として、
この中間組織の理論的・実証的分析を統合的
経済倫理学に基づく原理的研究の中へと統
合することが目指される。これにより、いわ
ゆるサード・セクターの機能と役割、あるい
は福祉社会論の可能性といった現代的な課
題に取り組むための枠組みが提供されるこ
とになる。 
 
３．研究の方法 
 上記の研究の目的に取り組むために、われ
われは、四つの方向、すなわち、(1)経済倫理
学、(2)連帯性、(3)フォーマル組織、(4)イン
フォーマル組織の観点から研究を行う。それ
ぞれの研究の方法は、以下の通りである。 
 
(１)経済倫理学の批判的検討を通じた統合的
経済倫理学の構築 
経済領域と倫理領域を統合的に説明しよ
うとする多様な試みを批判的に検討するこ
とによって、本研究の基礎理論となる統合的
経済倫理学の基本枠組みを見いだす。 

 
(２)中間組織と人間の連帯性に関する経済倫
理学的分析 
中間組織の必要性を経済倫理的に基礎づ
けるために、人間の連帯性に関する原理的考
察を行う。 

 
(３)フォーマルな中間組織の経済倫理学的分
析 
非営利組織や協同組合などのフォーマル
な組織における価値の多元性が、その経済活
動に及ぼす影響を理論的に検討する。 

 
(４)インフォーマルな中間組織の経済倫理学
的分析 
地域コミュニティやボランティア組織な
どのインフォーマル組織に対する質的調査
等を通じて、それらの経済的・社会的機能と
経済倫理的特性を明らかにする。 
 
４．研究成果 
 上記の四つの方向からの研究を通じて、以
下の重要な研究成果が得られた。 
 



(１)経済倫理学の批判的検討を通じた統合的
経済倫理学の構築 
 近代の転換という時代の要請に応えうる
新たな多元的秩序理論を構築するためには、
経済学と倫理学を統合した経済倫理学の新
たなパラダイムが必要とされる。この新たな
パラダイムを切り拓くために、経済倫理学の
原理的研究において先端的な諸研究を展開
しているドイツ語圏の主要なアプローチを
批判的に検討することによって、多元的秩序
理論の基盤となる新たな統合的経済倫理学
の構築に取り組み、次のような具体的成果が
得られた。 
①ドイツ語圏の経済倫理学の多様なアプロ
ーチを、価値・規範の根拠づけ、近代の位置
づけ、国家の役割の三つの観点から体系的に
比較検討することによって、各アプローチの
特徴と限界が明らかにされた。ドイツ語圏の
経済倫理学を対象としたこうした体系的な
研究は、国内においては初めてのものであり、
今後のわが国での経済倫理学の研究の基盤
となりうる研究成果である。 
②多様な経済倫理学のアプローチの中でも、
近年、研究の中心となっているのが、近代に
なって解放された個人の自由な意思決定に、
あるべき価値や規範の根拠を求めていこう
とする「近代的アプローチ」である。このア
プローチは、経済学の方法を基礎に置くアプ
ローチ（K.Homann、I.Pies、J.Wieland等）、
討議倫理学の方法に依拠するアプローチ
（P.Urlich、U.Thieleman、H.Steinmann等）、
近代自然権に基礎を置くアプローチ
（W.Kersting等）の三つに大きく区分される。
それらのアプローチにはそれぞれに特徴が
あるが、いずれも個人主義的な人間観を基礎
に置く点では共通している。しかし、こうし
た個人主義的な人間観を基礎に置いたアプ
ローチは、近代の転換を視野に入れた経済倫
理学の基盤となりうるものではないことが
明らかにされた。 
③個人主義的な人間観を超克するために、ネ
オ・アリストテレス主義やカトリック社会論
等の経済倫理学の「伝統的なアプローチ」
（O.Nell-Breuning、J.Messner、A.Rich等）
に関する批判的検討を行った。その結果、伝
統的アプローチの中でも中心となるカトリ
ック社会論の方法論的基盤である伝統的自
然法論の「人格主義」的人間観を、われわれ
の目指す統合的経済倫理学の規範的基盤と
すべきことが明らかにされた。本研究で示さ
れた個人主義から人格主義への人間観の転
換を通じて、近代の超克をはかるという原理
的考察は、福祉国家から福祉社会への転換を
規範的・原理的に基礎づける新たな理論的基
盤となりうるものである。 
④本研究ではさらに、福祉社会での国家の果
たすべき役割に関して、その基本原則が明ら
かにされた。すなわち、福祉社会における経
済社会秩序の編成は、補完性原則にしたがっ
て構想されなければならず、福祉社会ではこ

の原則にしたがって、国家の役割を最小社会
国家（人間の基礎能力の平等な保障を実現す
ることが国家のなすべき役割と捉える国家）
へと転換すべきことが明らかにされた。福祉
国家の限界が誰の目にも明らかになってい
る現代にあって、最小社会国家という新たな
国家構想を提起することができた点は、本研
究の重要な成果である。 
 
（２）中間組織と人間の連帯性に関する経済
倫理学的分析 
 今日、求められている経済社会秩序にとっ
て、中間組織はそのインテグラルな構成要素
として位置づけられることになる。その根拠
を明らかにするためには、「人間の本性」に
立ち返り、伝統的自然法論の立場から中間組
織の経済倫理的基盤に関する原理的考察が
必要になる。その考察を通じて、以下の研究
成果が得られた。 
①「人間とは何か」という問いを個と共同体
との関係の中で捉えることによって、人間は、
共同体の部分としてしか生きていくことが
できない存在であると同時に、共同善への運
動において共同体に還元されない超越性を
有した存在であることが明らかになった。そ
れゆえ、人間は、共同善の実現を通して初め
て、たんなる共同体の部分としてではなく、
本性たる超越性に則した存在になることが
できる。人間は、個として見れば多様な存在
であるが、その多様な存在である人間をこの
共同善に向けて結びつけるものこそ、人間の
連帯性にほかならない。共同体は連帯性を倫
理的基盤として成り立つものであるが、共同
体をめぐる今日の多くの研究では、その連帯
性の必要性の根拠にまで踏み込んだ議論は
なされていない。連帯性が「共同体と共同善」
の関係を通して人間の本性から要請されて
くるものであることを明らかにしたことは、
今日の共同体論における本研究の大きな成
果である。 
②自然法論における共同体をめぐる議論を
現実の社会の中で捉えるならば、市場でも国
家でもない第三セクターとしての中間組織
の役割と機能が重要となる。本研究では、先
に述べた個と共同体の関係をめぐる考察を
中間組織に適用することによって、中間組織
の必要性を、原理的なレベルから根拠づける
ことができた。中間組織の必要性に関する議
論は、これまでは機能分析を中心としたもの
であったが、本研究で示された原理的考察は、
機能分析を原理的レベルに接合する試みで
あり、今後の中間組織の研究に大きな貢献を
果たすものということができる。 
③本研究の成果は、経済学だけでなく、哲学
や神学にまで及ぶものである。共同体、共同
善、そして連帯性に関わる先の研究成果は、
トマス・アクィナスの自然法論にまで立ち返
ることによって得られたものである。この研
究成果は、南山大学に提出された博士論文
「共同体と連帯性－トマス・アクィナスにお



ける神的共同体－」へと結実した。研究分担
者の佐々木亘は、この論文により博士（宗教
思想）を授与されたが、このことは本研究の
成果が神学の分野においても高く評価され
たことを示している。 
④近代においては、伝統的な共同体の解体が
進むとともに、家族関係もまた崩壊の危機に
さらされている。本研究では、社会の細胞と
もいえるこの家族の必要性を自然法論、とり
わけヨハネス・メスナーの議論に立ち返るこ
とで原理的に明らかにした。自然法論の射程
が共同体論や中間組織論にとどまらず、家族
論にまで広がることは、現代における自然法
論の可能性を示すものにほかならない。 
 
（３）フォーマルな中間組織の経済倫理学的
分析 
 今日、非営利組織や協同組合などのフォー
マルな中間組織がその役割と機能を拡大さ
せている。本研究では、このフォーマルな中
間組織に関する理論的考察を通じて、以下の
ような研究成果が得られた。 
①従来、非営利組織の機能と役割は、共益や
共助、あるいは利他といった、人びとの社会
的なつながりを前提とした諸概念のもとで
議論されてきた。本研究では、「関係財
（relational goods）」（他者との交流や感
情・価値の共有、相互信頼の共有など、経済
行動を直接的に動機づける社会関係を「財」
として概念化したもの）いうわが国ではいま
だ注目されていない概念を導入することに
よって、財・サービスの取引以外の面での他
者との関係に向けられた動機と、経済主体の
意思決定とを関連づけることに成功した。こ
の研究成果により、非営利組織の機能と社会
関係との結びつきについて、一定の合理的な
理論的説明を与えることが可能となったこ
とは、非営利組織論の分野での本研究の重要
な貢献ということができる。 
②「関係財」の理論という本研究で示された
非営利組織の新たな理論的フレームワーク
は、財・サービスの取引当事者である個人間
の関係の分析にのみ適用可能なものなので
はなく、社会関係をめぐるより広範囲な分析
対象にまで展開可能な理論的フレームワー
クであることが明らかにされた。すなわち、
組織内の個人と組織外部の諸主体との関係、
非営利組織間の関係、さらにコミュニティな
どの他集団との関係など、社会関係の複合的
なネットワークの広がりが非営利組織の機
能に大きな作用をもたらすことが示された
のである。こうした「関係財」の理論が持つ
理論的可能性は、非営利組織の分析から社会
ネットワークの分析への理論的展望を切り
開くものであり、社会関係論や社会ネットワ
ーク論などの社会学の分野での研究の進展
に大きな貢献を果たすものと期待される。 
③本研究を通じて、生産組織が非営利組織と
いう形態をとっていることが、一定の優位性
をもつことが示された。この研究成果は、非

営利組織論だけでなく、経済秩序論の分野に
おける研究の進展につながるものである。非
営利組織論の分野では、これまで非営利組織
の存在理由に関する多様な理論（多様な公共
財需要への対応、情報の非対称性への対応、
マルチステークホルダーによる統御など）が
存在したが、「関係財」の理論を導入するこ
とによって、これまでの諸理論を統合する説
明が可能となった。また、経済秩序論の分野
では、「関係財」の理論を基礎とすることに
よって、経済社会秩序の多元性とサード・セ
クター組織の行動とを接合する理論を構築
することが可能となった。 
 以上のように、「関係財」の理論は、非営
利組織の分析を超えて、さまざまな分野の研
究の進展につながる可能性を秘めた理論で
あり、このことが明確に示されたことは、本
研究の重大な成果ということができる。 
 
(４)インフォーマルな中間組織の経済倫理学
的分析 
 人間生活全体の中における経済が問題と
される時、地域共同体などのコミュニティ、
あるいはボランティア組織などの経済的・社
会的機能を無視することはできない。これら
のインフォーマルな中間組織に関する質的
調査等を行い、以下のような研究成果が得ら
れた。 
①超高齢社会が現実のものとなる中で、社会
保障の仕組みをいかにして持続可能なもの
にするかは喫緊の課題である。本研究では、
とりわけ地域医療の今後のあり方に焦点を
あて、兵庫県明石市や長野県須坂市の地域医
療を対象に調査を行った。その結果、保健・
医療・福祉が密接に連携を取り合った地域見
守りシステムの構築が今後の地域医療の発
展にとって必要不可欠となることが示され
た。この研究成果は、今後の地域医療の仕組
みづくりに役立つだけではない。それは、社
会保障全体の仕組みを考える上でも、重要な
視点を提起する。すなわち、フォーマルな制
度にのみ依存した社会保障の仕組みから、フ
ォーマルな諸制度とインフォーマルな仕組
みとが相互補完的に結びつけられた社会保
障の仕組みへの転換が医療だけでなく、介護
や福祉を含めたさまざまな分野において今
後は必要とされることが明らかにされたの
である。 
②超高齢社会においては、高齢者が社会サー
ビスの一方的な需要者となるのではなく、積
極的に社会と関わり、社会参加を果たしてい
くことが重要となる。本研究では、名古屋市
における老人クラブアンケートの調査デー
タの分析を行うとともに、アメリカのサンシ
ティ・アリゾナおよびサンシティ・ウェスト
の事例研究やドイツの KDA および「多世代
の家」のインタビュー調査を通じて、アメリ
カ、ドイツ、日本の状況について比較調査分
析を行った。その結果、高齢者にとって、地
域コミュニティにおける社会参加の推進が



今後ますます必要になってくること、また、
その推進と活用にとって、ドイツにおける地
域を基盤とした高齢者組織における世代内
交流および「多世代の家」の世代間交流など
のさまざまな試みが参考となりうることが
示された。その一方で、ドイツと日本には、
コミュニティの有する役割やコミュニティ
の捉え方そのものに相違があることも明ら
かになり、日本における地域コミュニティの
今後の役割を考えうる上で、重要なポイント
になることも示された。 
③本研究では、ドイツ社会経済パネルデータ
（GSOEP）を用いた実証研究を行う予定で
あった。GSOEP には経済社会データだけで
なく、インフォーマルな活動や価値評価など
の多様な変数が含まれ、インフォーマルな活
動に関する計量的分析が期待された。しかし、
基礎的調査を行ったところ、予定された調査
項目の利用可能性について一部限定的であ
ることが判明した。こうした GSOEPの問題
点が明らかになったことで、上記のインタビ
ュー調査等を通じた質的調査が、インフォー
マルな中間組織の実証研究においては非常
に重要であることが逆に示されたというこ
とができる。このことは、本研究の当初計画
では予期しなかった新たな知見である。 
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